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はじめに
　アメリカ合衆国において企業倫理の重要性に対する社会の認識が急速な高まりを見せたのは1970年
代半ばのことであったが，その傾向はその後も衰えることなく持続し，1980年代の中ごろには，企業
倫理に対する社会的取組みは学術的専門的研究，高等教育機関における教育，そして企業経営におけ
る実践の三方面にわたり，相互の連携・協力を伴いつつ，着実な展開を示すこととなる。
　また，西欧諸国もそれを追って企業倫理への積極的取組みを進め，1980年代末には，いくつかの国
際的研究団体により各国における理論的研究成果ならびに実践経験に関する情報の交換と各種共同事
業の企画が推進されるにいたっている。
　それに対して日本の場合には，1970年代半ばを境に，それまで積極的な展開の見られた企業の社会
的責任をめぐる論議が一転して低調に向かい，米欧各国における企業倫理への積極的取組みの開始
と，その後における着実な成果とに関する情報は，ごく一部の研究者による先駆的努力にも関わら
ず，一般の知るところとはならぬままに1990年代を迎えることとなったのである。
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　本稿は，企業倫理に対するアメリカでの取組みの経過を概観するとともに，それに関わる日本での
状況ならびに，その到達点と考えられる現在の日本での企業倫理に対する意識の内容を検討すること
を意図している。
1．経営社会関係論の形成
　現代における企業と社会とのあいだの多角的で複雑な関係の分析を主題とする「企業と社会」
（Business　and　Society；B＆S）の理論が，アメリカ経営学の一分野として登場するにいたったのは
1960年代のことであった。
　その背景をなした当時のアメリカ社会における企業経営をめぐる状況について，代表的論者の一人
であるR．A．　Buchholzは次のように述べている。「1960年代の10年間は激烈な社会的変化の時代であ
り，その変化は企業に対し，その活動のほとんどすべての側面にわたって影響をおよぼした。少数民
族の公民権，女性の平等権，自然環境の保護，そして広範囲におよぶ消費者問題一などへの関心の
集中は，企業とその経営者に対し，きわめて広範かつ長期にわたる強烈な影響を与え続けてきてい
る。この社会的変化のもたらした長期的な結果は，企業が活動を行なう際に守ることを期待される
『ゲームのルール』の激的な変化であるω。」
　ところで，Business　and　Society（略称B＆S）という表現は，主として経営学教育の現場での学
科目の名称や，したがってまた教科書的な著作ないし概論的な著書の標題として用いられることが多
く，一方で研究領域の呼称としては「経営における社会的課題事項」（Social　Issues　in　Manage－
ment；SIM）という表現もまた，しばしば使用される。後者はアメリカ経営学会ともいうべき
Academy　of　Managementにおける部会（division）の一っの呼称であり，その設立は1971年であ
る。
　B＆Sの歴史を回顧した論文のなかで，D．J．　Wood　and　P．L．　Cochranは次のように述べている。
「1960年代中に出版されたB＆S関係の著作はきわめて僅かにすぎなかった。それに対して1970年代
に入ると，B＆Sは多くのbusiness　schoo1において，また，全国business　school認定基準のうち
においても，定位置を獲得し，本格的な制度化（institutionalization）の過程を開始したのであ
る②。」
　このようにアメリカにおいてBusiness　and　Society（B＆S）もしくはSocial　Issues　in　Manage－
ment（SIM）の名称で呼びならわされ，ついで間もなくヨーロッパ諸国にもその名称をもって受容さ
れるにいたった経営学の一領域を便宜上，経営社会関係論と呼ぶこととする（3）。
　1971年のAcademy　of　ManagementにおけるSIM部会の発足は経営社会関係論の「制度化」にと
って画期的な出来事であったが，その同じ年，当時における経営社会関係論の到達水準を代表すると
考えられる一つの文書が公表されている。経済開発委員会（The　Committee　for　Economic　Develop－
ment；CED）による『企業の社会的責任』（Social　Responsibilities　Of　Bztsiness　Coηporations）がそ
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れである（4）。同委員会はアメリカの企業および教育関係の指導的な地位にある人びと200人をもって
構成された団体であるが，『企業の社会的責任』はその内部組織の一つである調査・政策委員会の5
年間にわたる検討の結果を集約した同委員会の方針声明であった。
　そこでは，当時におけるアメリカ世論の動向と，それに応える政府の施策一特に消費者保護・環
境規制・雇用の平等など一に現われた，企業に対する要求の範囲の拡大傾向は，「一時的な欲求不
満や流行などではなく強固で持続的な傾向であり，将来においても減衰するどころか，むしろ増大す
ることが見込まれる」ものとして，「企業と社会とのあいだの契約条件」の重大な変更ととらえられ
ている。そして，新しい「社会契約」のもとでの企業の社会的責任は，①経済的機能の能率的遂行に
関する責任，②社会的価値観・優先順位などの変化に対する敏感な意識をもって業務を遂行する責
任，③社会的環境の改善に対する積極的な取り組みを行なう責任一一という3種のものからなるとい
う⑤。
　このような現代社会における企業の行動原理（corporate　rationale）として，同委員会は「開明的
自己利益」（enlightened　self－interest）の追求を提唱し，それにのっとって「公共の福祉を積極的に
増進させる」ために企業が自発的に，また政府その他の機関との協力により推進すべき活動の具体的
種類を10分野58項目にわたって列挙したのである（6＞。
　しかし，その後5年をへて，1976年に刊行されたR．W．　Ackerman　and　R．　A．　Bauerの共著『企業
の社会的即応性』（CorPorate　Social　ResPonsiveness）は，それまでの経営社会関係論にあって中核
概念の位置を占めた「社会的責任」の概念の限界を鋭く指摘し，それに代えて同書の表題に用いられ
た「社会的即応性」の概念を新たに提起するにいたった（η。
　Ackerman　and　Bauerは企業と社会とのあいだの関係のあり方を反映する最も具体的な指標と考
えられる「社会的課題事項」に特に強い関心を寄せ，その内容ならびに性格の変化に注目する。すな
わち，「約10年間，一つの革命ともいうべき性質を持った広範囲にわたる運動が，世界の産業化され
た諸国において開始された。それは諸機関（institutions）を人間の必要に対して，より即応的
（responsive）にさせようとする運動である。……企業もこの時流にとらえられ，公衆の心情や立
法・行政活動の圧力のもと，財貨・用役の営利的生産という伝統的役割を越えた課題事項に対応する
（respond　to　issues）ことをもとめられているのである。その課題事項の一覧表はすでに長大なうえ
に，さらに増えつづけている（8）。」
　ここでAckerman　and　Bauerが特に注目することとなるのは，「1968年から1975年にかけての短い
期間中に，それらの要求の性質と，要求に対する企業の対応の性質とが，大きな質的変化をとげてき
ている」という事実である。彼らによれば，「過去10年間に企業が関わってきた社会的課題事項は三
つの範疇に区分できる」という。第1は「企業にとって外在的な社会問題」（例えば貧困，麻薬禍，
都市の荒廃，職業差別），第2は「定例的経済活動の対外的影響にあたるもの」（例えば生産施設によ
る汚染，財貨・用役の品質・安全性・信頼性，マーケティング活動から生ずる紛争・欺購，工場の閉
鎖・新設による社会的影響），そして第3は「企業内部に発生し定例的経済活動と内的な結びつきを
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有する課題事項」（例えば雇用機会の均等，職場の健康・安全，労働生活の質の向上，企業内民主主
義）である（9》。
　そして，彼らのいう社会的課題事項の変化とは，つぎのようなことがらを意味した。すなわち，第
1の範疇は「1960年代の後半に，企業の積極的な取り組みを促した課題事項であった。この範疇に対
する企業の関心はすでに伝統的なもので，地域社会関係活動や社会貢献活動がそれである。」それに
対し，「近年においては第2および第3の範疇が重要性を増してきており，それらは定例の経済的業
務と本質的に結びついている。社会的業績（social　performance）の向上のためには，このような業
務における変化が求められているのである（1°）。」
　Ackerman　and　Bauerによる「社会的即応性」の主張は，企業の本来的業務の遂行様式に関わる
広範かつ多様な社会的課題事項への的確な対応を保証する各種の経営制度ならびに管理技法の装備を
企業に対して強く促すものであって，その志向は以後における経営社会関係論の基本的性格を規定す
るものとなっていると見ることができる（11）。
2．企業倫理研究の進展
　経営社会関係論の中核的概念として，それまでの「社会的責任」に代えて，新たに「社会的即応
性」を提起したAckerman　and　Bauerの著書と全く同じ1976年に刊行された，　L．　Silk　and　D．　Vogel
の『倫理と利潤』（Ethics　and　Profits）もまた，前者とともに，経営社会関係論の発展にとって画期
的意義を有する文献であった。それは当時における企業活動の道徳性ないし倫理に対する社会的関心
の急速かつ広範な高まりを劇的なまでに反映した文献であったからである（12）。
　SilkとVogelによる共著は，企業経営に関する有力な調査・研究機関であるConference　Board
の主催により，1974年9月から1年間にわたってアメリカ大企業の経営者たち合計約360名が参加し
て行なわれた，「企業の社会的責任一一過去・現在・そして未来一」を主題とする連続討論会の内
容を総括したもので，そのような大規模な事業が企画されるにいたった当時の背景については，同書
の記述のうちにつぶさに見てとることができる。
　同書はいう。「1970年代の初頭から半ばにかけて，一連のできごとがアメリカの企業界に対する大
衆の信頼を揺るがすこととなった。それらのできごとのうち最も劇的であったのはウォーターゲート
（Watergate）事件である。それはニクソン大統領の辞任にまでつながることとなった，政治・金融
スキャンダルの象微ともいうべき事件であった。最も著名ないくつかの会社をも含む，多数の会社が
ニクソン選挙陣営に不法な政治献金を行なっていたのである。」さらに続けていう。「1976年のはじ
め，ウォーターゲート特別検察官は18社を選挙資金法違反で起訴した。証券取引委員会（Securities
and　Exchange　Commission；SEC）は国内および海外における政治家向け贈賄資金の存在の開示を
怠ったかどで9社を告発し，さらにSEC委員長は，それ以外にもアメリカ大企業30社を贈賄・不正
割戻し・不法政治献金の疑惑で調査中であることを明らかにした。公衆の怒りは，事件に直接関わっ
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た特定の会社に対するものから，企業界全体に対するものへと広く一般化され，そのうえ，企業界の
指導者たちが不法行為を犯した企業に対する批判的発言を公けに行なわなかったために国民の多くが
『企業はすべて共犯』との判断をくだすことになった。『ホワイト・カラーの犯罪』（“white　collar
crime”）に加わった企業家たちへの民衆の反感は，『法と秩序』を旗印に掲げながら，自己の政治的
目的のために法の裏をかい潜ろうとした大統領に対する企業の結びつきが露呈されたことにより，強
まらずにはおかなかったのである。」当時の「一連のできごと」の列挙指摘はさらに以下，1973年に
始まる石油危機のもとでの企業の暴利追求，1975年にあいついで露顕した国内外での多国籍企業によ
る政治家への贈収賄事件，73年から75年にかけてのスタグフレーションに対する民衆の不満へと連な
るのである（13）。
　このような社会的背景のもとでくりひろげられた壮大な連続討論を通じて確認されることとなった
ものは，企業経営における倫理の重要性であった。
　そのようなときにあたり，当時の社会的要請に応じ，企業倫理の研究ならびに教育に積極的な取組
みを見せることとなった新しい学問分野が企業倫理学（business　ethics）である。それは，道徳哲学
ないし倫理学の理論ならびに分析手法を広く現実の具体的諸問題に関する考察ならびに判断に適用す
る応用倫理学（applied　ethics）の一分野として，特に企業活動に関わる倫理的諸問題を広範に取り
扱うことを意図して登場したものであるが，生命倫理学（bioethics），医療倫理学（medical
ethics），環境倫理学（environmental　ethics）などをはじめとする応用倫理学の隣接諸分野の発展に
よる刺激をも受けて，研究の急速な進展と，高等教育への正式の学科目としての導入とを見せること
となる（14）。
　その後，経営学における経営社会関係論と，応用倫理学としての企業倫理学との，両分野のあいだ
でのきわめて効果的な交流ならびに相互補完的な協力の展開を通じて，企業倫理に関する研究ならび
に教育の急速かつ顕著な発展がもたらされている。その成果は，研究内容の拡張ならびに深化，定期
刊行物を含む学術文献の刊行点数の年を追っての増加，学部および大学院，特にbusiness　schoolに
おける講座の開設ならびに増設，その他，さまざまな指標により確認することができる（15｝。
　また，企業倫理を扱う両分野がともに有する実践志向的な性格は，研究ならびに教育の双方を通じ
て企業における経営実践との連関ならびに相即的な発展をも実現してきている。
　そして，合衆国の先行をもって開始された企業倫理への社会的関心の高まりは，英語圏諸国はもと
より，やがて西欧各国においても明らかな進行を示すにいたり，「企業倫理のグローバリゼーション」
（globalization　of　business　ethics）の進展が注目を呼ぶこととなるのである（16）。
3．企業倫理の課題事項と制度化
企業倫理の重要性に対する社会的認識の高まりに呼応して展開されっつある，企業倫理の確立に向
けての取組みには，研究ならびに教育，そして企業における実践という，三方面における努力の効果
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的な連携がもとめられるが，その媒介をなすものは課題事項の概念であると考えられる。企業倫理の
研究は，関連する具体的事象を対象とした詳細な実態分析をもって始まらねばならず，教育は理論の
応用技法を習得するための事例研究を重視する必要があり，企業における実践には十分な包括性を備
えた公式的制度・手続きの体系を確立することが不可欠だからである。
　企業倫理に関わる課題事項として一般に認められてきている個別的事象を，課題事項識別の基本的
な視点の一つと考えられる利害関係者の概念にもとつく分類方法の適用により例示することを試みる
ならば，次のようである。
　①競争関係：競争制限，価格協定，談合入札，差別価格，不当廉売，産業スパイ，商標特許権侵
　　害，不正割戻し，贈収賄など。
　②投資家関係：内部者取引，損失補填，粉飾決算など。
　③従業員関係：作業事故，職場災害，職業病，過労死，雇用差別，プライバシー侵害，性的ハラス
　　メントなど。
　④消費者・顧客関係：悪質商法，虚偽・誇大広告，有害商品，欠陥商品など。
　⑤地域社会関係：業務事故・災害，工場閉鎖，戦略的・計画倒産など。
　⑥政府関係：脱税，贈収賄，不正政治献金など。
　⑦国際関係：租税回避，脱税，ソーシャル・ダンピング，不正資金洗浄など。
　⑧地球環境関係：自然破壊，環境汚染など。
　一方，これらの課題事項への公正・適切な対応を保証するために，個別企業が可能なかぎり各種の
公式的施策を体系的に装備することを企業倫理の制度化（institutionalization）と呼びならわしてき
ているが，その代表的な内容は次のような事項からなっている。
　①「倫理綱領」ないし「行動憲章」の制定。
　②倫理教育・訓練体系の確立と実施。
　③倫理関係事項に関する相談への対応。
　④内部告発の吸収と問題解決の保証。
　⑤企業倫理担当の専門常設機関の設置。（企業倫理関係課題事項に関する調査・研究，施策の立
　　案・実施指導，現状および成果の点検・評価　　の継続的遂行）
　⑥「倫理問題担当役員」の設置・選任。
　⑦その他。
　なお，現代社会における企業の倫理的行動が，個別企業におけるこのような自発的努力のみによっ
て確実に保証されるものと期待することが困難であることは，経営社会関係論の認めるところであ
り，それを支援し補完する他の社会的諸様式の動員もまた予定されている。その点に関して例えば
E．M．　Epsteinは，「社会のもとめに応ずることができ，また，公衆に対して弁明の可能である」
（socially　responsible　and　publicly　accountable）ような企業行動の実現を保証するために用いるこ
との可能な社会的様式として「政府規制」（regulation），「業界自主規制」（self－regulation），そし
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て「個別企業倫理」（corporate　ethics）の三者をあげ，それぞれが有する独自性と固有の限界とに照
らして，「民主主義的資本主義」（democratic　capitalism）と「制度的多元主義」（institutional　plu・
ralism）とを特徴とするアメリカ社会におけるそれぞれの存在理由と，三者の「相互強化的」
（mutually　reinforcing）な関係とを確認している（17）。経営社会関係論と企業倫理学との統合の必要
を示唆する重要な論点の一つといえよう。
　そのうえ，現実においてもすでに，そのような「相互強化的」関係の制度化ともいうべき試みが，
1991年のThe　Federal　Sentencing　Guidelinesにおける，個別企業によるcompliance　programの積
極的評価のような形で進行しつつあることは注目に値する（18）。
4．企業倫理に対する日本での知的関心
　企業倫理に対する理論的ならびに実践的な関心は，1970年代のアメリカに始まり，80年代を通じて
カナダおよびイギリスから，さらにはヨーロッパ諸国へと急速な広がりを見せた。企業活動の範囲の
拡大ならびに内容の多様化が進み，社会とのあいだの関係が多面的で複雑なものとなるにしたがっ
て，その行動の倫理性がますます厳しく問われることとなるのは必然といえよう。加えて，企業活動
の国際化の進展は，企業倫理の普遍性を強めずにはおかない。「企業倫理のグローバリゼーション」
が論ぜられ，企業倫理の国際比較が盛んに試みられるのもうなずける。
　しかし，そこではまた当然に，国別または地域別の差異も明らかとなり，さらにそれが生ずる原因
が厳しく追及されることとなる。特に，アメリカ，ヨーロッパ，そして日本の三極比較において，日
本とのあいだに見いだされる「倫理格差」（ethics　gap）がますます強く意識されるようになってき
ていると思われる。
　そのようなときにあたり，企業倫理に対する日本での意識の現状を理解するための一助として，企
業倫理に関連するアメリカ文献の邦訳刊行状況を見ておくこととする。
　まず，さきにアメリカにおける企業倫理研究の形成過程を概観した際に特に言及することのあった
若干の文献について見るならば，1971年における経済開発委員会（CED）の声明，『企業の社会的責
任』は翌1972年に経済同友会編訳として刊行されている（19）。
　当時，日本は社会的責任論の最盛期にあたり，アメリカの関係文献の邦訳・紹介は1960年前後か
ら，すでに古典的といえるものをも含めて盛んに行なわれていた。同訳書刊行後も傾向に変化はな
く，例えば，1972年2月にニクソン大統領が有識者1500人をホワイトハウスに招いて3日間にわたっ
て開催した会議の要約，“ALoole、4　t　Btcsiness　In　1990”が，1974年に経団連事務局訳『企業の責任
と限界　　1990年のビジネス　　』として刊行され（2°》，またN．H．　Jacobyの1973年の著書℃o吻一
rate　Power　and　Social　ResPonsibility”も同じく経団連事務局の訳で1975年に出版されている（2’）。さ
らに，1974年末から1975年初めにかけて刊行された『企業の社会的責任シリーズ』には企業制度研究
会訳による4巻がおさめられている（22）。
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　そして，1974年の日本経済新聞社編『企業の社会的責任ハンドブック』のうちには，当時の企業で
の実践に関わる内外の代表的資料の収集を見ることができる㈹。また，社会的責任論に関する包括
的な理論的研究の成果である高田馨教授の著書『経営者の社会的責任』も，1974年に刊行されてい
る（24）。
　一方，本稿がさきに，企業倫理研究の生成に関わって画期的な意義を有する文献として掲げた，い
ずれも1976年出版の2点，すなわちAckerman　and　BauerおよびSilk　and　Vogelについて見れば，
後者は1978年に邦訳が刊行されている（25）が，前者はいまだ訳書の刊行を見ることがない。それのみ
か，1970年代の半ばを境に，経営社会関係論に関する文献の邦訳紹介はほとんど影を潜めることとな
るのである。
　筆者はさきに，アメリカにおける企業倫理を扱った学術的概説書の刊行状況に関して自己の行なっ
た調査の一端を紹介したことがある（26）。その際，1980年から1993年までの間に刊行され，筆者自身
が直接現物に当たって内容を確認したことのある文献として名を挙げたものが合計75点あった。その
刊行年代別の内訳は，1980年代前半が15点，80年代後半が25点，そして1990年から93年までのものが
35点であった。しかし，その75点の図書のうち，邦訳が存在するのはわずかに2点にすぎなかった。
その事実に接しての筆者の感想は「企業（business）ないし経営（management）の諸分野に関する
文献の邦訳刊行が引きも切らぬのを見るにつけ，ほとんど信じがたいほどの少なさではなかろうか」
というものであった（27）。
　なお，1970年代後半から90年代初めにかけての以上のような状況の背景に，一方には石油危機iから
いわゆるバブルの形成・膨張そして崩壊にいたる日本の経済ならびに企業の実態が，また他方には
「経済大国」と「日本的経営」に関する知的1青報の氾濫がそれぞれ存在したことは直ちに察せられる
ところであろう。
　ところで，上においてアメリカの企業倫理概説書のうち，邦訳が存在する2点としたのは次のもの
である。
　Richard　T．　DeGeorge，　Bzesiness　Ethics，1st　ed．，1982．山田経三訳『経済の倫理　　21世紀へのビジ
ネスー』明石書店，1985年。
　Laura　L．　Nash，　Good　Intentions　Aside：AManagerial　Guide　To　Resolving　Ethical　Problems，
1990．小林俊治・山口善昭訳『アメリカの企業倫理一企業行動基準の再構築一』日本生産性本
部，1992年。
　しかし，その後，1994年から95年にかけて企業倫理関係文献の邦訳が以下のようにあいついで見ら
れることとなっている。
　Mark　Pastin，　The　Hard　Problems　of　Management　：Gaining　the　Ethics　Edge，1986．永安幸正訳
『考える経営者一高収益・高倫理企業への道　　』NTT出版，1994年。
　Vern　Henderson，　What’s　EthicalげηBπs勿θs畝1992．松尾光曼訳『有徳企業の条件一倫理的企業
だけが生き残れる一』清流出版，1995年。
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　Richard　T．　DeGeorge，　Business　Ethics，3rd　ed．，1989．永安幸正・山田経三監訳，麗澤大学ビジネ
ス・エシックス研究会訳『ビジネス・エシックスーグローバル経済の倫理的要請　　』明石書店，
1995年。
　Thomas　R　Piper，　Mary　C．　Gentile，　and　Sharon　Daloz　Parks，　Can　Ethics　Be　Taught．P　：Perspec－
tives，　Challenges，　and・APProaches　at　the　Harvard　Business　School，1993．小林俊治・山口善昭訳『ハ
ーバードで教える企業倫理』生産性出版，1995年。
　最近における企業倫理に対する関心の向上を反映するものであるが，ここにいたる過程における日
本での先駆的研究，特に次のような文献の存在が忘れられてはならない。
　高田馨『経営の倫理と責任』千倉書房，1989年。
　小林俊治『経営環境論の研究』成文堂，1990年。
　森本三男『企業社会責任の経営学的研究』白桃書房，1994年。
　また，アメリカにおける企業倫理研究の内容に関する詳細かつ体系的な検討の成果である次の文献
が日本における企業倫理研究に対して与えつつある影響もけっして無視することができない。
　宮坂純一『現代企業のモラル行動』千倉書房，1995年。
5．企業倫理とその隣接問題との識別
　企業倫理に対する日本での関心の低調に関わりを有すると見られる要因の一つに，企業倫理とその
隣接領域に属するいくつかの概念とのあいだの識別に関する問題が存在すると考えられる。
　第1に，日本ではしばしば，企業倫理を経営理念ないし，いわゆる経営哲学と同一視する傾向が見
られる。一般的には，経営者もしくは組織体としての企業の思想・信条そのもの，またはその一部を
なす何らかの道徳的信念をもって企業倫理と見なすことがそれであるが，企業倫理に即して，より具
体的に見れば，いわゆる社是・社訓と倫理綱領（code　of　ethics）もしくは行動憲章（code　of　con－
duct）とを同一視することがそれである。
　このような傾向は，一般的に倫理なるものに対する認識の厳密性の度合に関わるが，特に企業倫理
に関していえば，課題事項の特定性ならびに企業内制度の体系性に対応する倫理綱領・行動憲章など
の規定内容の個別性・具体性に対する認識の度合に起因するものと考えられる。
　第2に，企業倫理を企業または経営者の社会的責任と同一視する傾向が日本ではきわめて根強い。
　このような傾向に対しては，社会的責任の具体的内容に関する認識が，その範囲・深度・厳格さな
どの諸次元において到達しえている度合と，企業倫理における課題事項の内容ならびに性格の識別と
の照合が重要となる。両者の同一視には，「社会的責任」に対するものとしての「社会的即応性」の
概念に対する理解の不足ないしは欠如が関わりを有していると考えられる。
　その点において，企業倫理と社会的責任とを同一視する傾向の典型的表現が，企業倫理をもって
「企業の社会貢献」（corporate　philanthropy）もしくは「善良な企業市民」（good　corporate　citizen・
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ship）の概念ならびに実践に相当するものと理解することであるのは，きわめて示唆的である。
　第3に，企業倫理の概念を「経済倫理」と互換的に用いる傾向が日本の研究者のあいだには，しば
しば見られる。
　人間生活ないし社会現象のすべてのうちにあって，「経済」の概念が有すべき内包ならびに外延を
いかに解するかにより，「経済倫理」と企業倫理との関係は著しく異なったものとならざるをえない
ことは，企業倫理における課題事項の具体的内容に照らして明らかであろう。
　第4に，日本企業における経営実務にあっては，企業倫理に関わる諸問題が「危機管理」の範疇に
含めて扱われる傾向が一般的であるように見うけられる。
　その場合，「危機管理」なるものが英語での表現においては，crisis　managementと呼ばれる実務
に当たるものであるか，あるいはrisk　managementの概念に相当するものであるかについては，必
ずしも見解の一致が見られない。しかし，ともあれ，企業倫理の課題事項に属する現象の発生は企業
にとっての脅威と受けとめられることにより，「危機管理」としての対応がなされる。すなわち，企
業倫理に関わる課題事項に該当する諸事象の現実的生起は，日本企業においては一般に「不祥事」と
して自覚され，それに対する各種の社会的反応が企業の存立にとっての脅威と認識されることによ
り，危急存亡の「危機」に際しての「防衛」を保証する一連の行動が「危機管理」のプログラムにし
たがって展開されることとなるのである。
　したがって，実行される施策の内容は，応急処置ならびに事後処理のいずれに関しても主として企
業広報ならびに企業法務の領域に属するものとなり，さらには，将来に向けての予防措置に関して
も，いわゆる企業イメージの維持・向上に貢献する諸施策の強化と，法律遵守の励行を徹底するため
の一連の制度（compliance　program）の設置・運用とに，力点が置かれることとなっている。
　そこでは，企業内部に，したがって企業自身に存在する原因により生じている諸事象が，純粋に企
業の外部に原因の存在する諸事象と特に識別されることのないままに事実上，同質のものとして終始
扱われるとともに，企業の維持・存続が至上の目的として措定されている事実に，特に留意する必要
があろう。
結　　び
　1990年代に入って以来，日本の大企業における数々の不正および違法行為の存在が明らかとなり，
その内容はきわめて大規模で，また複雑多岐にわたっている。経営の国際化の進展にともない，国際
市場あるいは進出先の他国社会を舞台としたその種の行為も数を増し，それによって生ずる不信がひ
とり当事者たる個別企業に対してのみならず，他の日本企業に対してまで公然と向けられる場合も少
なくない。
　ここにおよんで，企業倫理の重要性に対する認識がようやく芽生えつつあることが，アメリカにお
ける企業倫理関係文献の邦訳・紹介に多少の進展が見られるにいたった事実からもうかがえるように
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思う。
　企業倫理の確立に向けての本格的な取組みを進めるにあたり必要と考えられることがらのうち，と
くに重要なものとして次の三つを挙げることができる。
　第1は，課題の性格に照らし，現実に生起する事象に対し，企業倫理の観点に立っての徹底した分
析を行なった上で，問題の抜本的な解決方法としてあらゆる可能な代替案を検索する作業こそ，すべ
ての出発点であることを強く認識することである（28）。
　第2は，社会的規模での取組みの必要性であり，具体的には，研究および教育，そして企業経営に
おける実践の三方面における，相互の連携・協力体制が絶対に欠かせないことである。
　第3は，問題への接近方法において，企業経営に対する社会科学的視点からの分析と，社会的行為
に対する倫理学的視点からの内省ならびに判断との，両者の統合の実現をあくまでも追求しっづける
ことである。
　以上，いずれもアメリカおよびヨーロッパ諸国における企業倫理確立に向けての社会的努力の先行
的経験から学ぶことのできる教訓にほかならない。
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